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地
方
債
と
は
?

　
「
地
方
債
」
と
は
、
地
方
公
共
団
体

が
一
会
計
年
度
を
超
え
て
行
う
借
り
入

れ
の
こ
と
で
す
。
都
道
府
県
・
市
区
町

村
は
、
教
育
・
福
祉
・
消
防
等
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
ま
す
が
、
そ

の
財
源
の
一
つ
が
地
方
債
で
、
主
に
道

路
、
河
川
等
の
公
共
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

に
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

住
民
参
加
型

市
場
公
募
地
方
債

　

地
方
債
の
う
ち
、
そ
の
使
途
を
分
か

り
や
す
く
明
示
し
て
地
域
住
民
等
に
投

資
資
金
を
求
め
る
も
の
を
「
住
民
参
加

型
市
場
公
募
地
方
債
」
と
言
い
ま
す
。

ま
た
、
一
般
的
に
は
「
ミ
ニ
公
募
債
」

と
も
呼
ば
れ
て
い
ま
す
。
地
方
公
共
団

体
が
、
①
住
民
の
行
政
参
加
意
識
の
高

揚
を
図
る
、
②
住
民
に
対
す
る
行
政
施

策
の
Ｐ
Ｒ
、
③
個
人
の
金
融
資
産
の
有

効
活
用
と
い
っ
た
目
的
で
発
行
し
て
お

り
、
住
民
生
活
に
身
近
な
保
育
所
、
学

校
、
公
園
等
の
整
備
に
活
用
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

平
成
13
年
度
に
初
め
て
発
行
さ
れ

て
以
降
、
毎
年
２
０
０
０
億
円
〜

３
０
０
０
億
円
程
度
発
行
さ
れ
て
お

り
、
平
成
22
年
度
末
ま
で
に
累
計

２
兆
５
２
２
４
億
円
発
行
さ
れ
て
い

ま
す
。
個
人
向
け
復
興
国
債
と
同
様

に
、
使
途
が
明
確
な
社
会
貢
献
投
資

と
い
う
こ
と
で
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。

住
民
参
加
型
市
場

公
募
地
方
債
の
購
入

　
「
住
民
参
加
型
市
場
公
募
地
方
債
」

は
た
い
へ
ん
多
様
で
、
例
え
ば
、
購
入

者
に
対
し
て
、
県
産
品
プ
レ
ゼ
ン
ト
、

無
料
健
康
診
断
、
施
設
開
設
記
念
式
典

招
待
と
い
っ
た
特
典
を
付
与
す
る
も
の

や
、
抽
選
で
当
選
し
た
人
の
み
購
入
で

き
る
も
の
、
さ
ら
に
は
、
複
数
の
地
方

公
共
団
体
が
共
同
で
発
行
す
る
も
の
な

ど
も
あ
り
ま
す
。

　

主
に
地
元
金
融
機
関
で
販
売
さ
れ
て

い
て
、
発
行
時
期
や
利
回
り
な
ど
の
条

件
は
、
金
融
機
関
や
地
方
公
共
団
体
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
広
報
誌
等
で
確
認
で

き
ま
す
。
生
活
に
身
近
な
施
設
等
の
財

源
と
し
て
活
用
さ
れ
る
「
住
民
参
加
型

市
場
公
募
地
方
債
」
は
、
安
全
性
が
極

め
て
高
く
、
社
会
に
貢
献
で
き
る
投
資

方
法
の
一
つ
で
す
。
ま
た
、
利
回
り
は
、

国
債
と
比
較
し
て
高
め
に
設
定
さ
れ
る

こ
と
が
多
い
こ
と
も
特
徴
で
す
。
償
還

期
間
も
５
年
と
比
較
的
短
期
に
設
定
し

て
い
る
も
の
が
多
く
、
個
人
が
保
有
し

や
す
く
な
っ
て
い
ま
す
。
ぜ
ひ
、
債
券

投
資
の
一
つ
の
選
択
肢
と
し
て
、
ご
検

討
く
だ
さ
い
。

住民参加型
市場公募地方債
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福山市立大学
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名称

発行団体

充当事業

発行年度

発行額

応募件数・額

償還年限・方法

利率

購入対象者

購入特典

福山市立大学建設事業債

広島県福山市

福山市立大学建設事業

平成22年度

10億円

5472件、98億3750万円

3年満期一括償還（5億円） 
5年満期一括償還（5億円）

3年物：年0.55%
5年物：年0.82%

平成21年度

5億円

4395件、60億3570万円

5年満期一括償還

年0.76%

個人・法人（居住地等の制限条件なし）

LED電球を配布

福山市立大学建設事業債の概要

購入者特典の例

発行団体 購入者特典

埼玉県
①購入感謝カード贈呈
②水族館または博物館入館料無料
（いずれか 1館、1回 2名まで）

海老名市
（神奈川県）

抽選で 40人に海老名名産の米（5キロ）贈呈

塩尻市
（長野県）

平成 22年塩尻産ヌーボーワイン（1本）贈呈

静岡市 動物園の入園料無料（1回大人 2名まで）

福岡市 ①美術館企画展招待券（1枚）贈呈
②スポーツクラブの入会金及び初月度月会費無料



平成２２年の１年間に、全国で発生した火災の総件数は、４６,６２０件。
１日あたり約１３０件の火災が発生していたことになります。

火災を未然に防ぐために、国民一人ひとりが、防火意識を高めることが大切です。

平成24年3月1日～7日

「がんばっぺ！！いわき！火災予防芋煮会！」でのてんぷら鍋火災再現実験の様子（いわき市消防本部）

年
間
千
人
以
上
が

住
宅
火
災
の
犠
牲
に

　

火
災
に
よ
る
総
死
者
数
は
１
７
３
８
人
、
こ
の

う
ち
、
一
般
住
宅
・
共
同
住
宅
・
併
用
住
宅
な
ど

の
住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
数
は
放
火
自
殺
者
な
ど

を
除
く
と
１
０
２
２
人
と
な
り
、
半
数
以
上
を
占

め
て
い
ま
す
。
住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
数
は
徐
々

に
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
8
年
連
続
で
千
人
を
超

え
て
い
る
な
ど
、
尊
い
生
命
が
失
わ
れ
る
状
況

が
、
依
然
と
し
て
続
い
て
い
ま
す
。
火
災
に
よ
る

犠
牲
者
を
減
少
さ
せ
、
財
産
の
損
失
を
防
ぐ
た
め

に
は
、
日
頃
か
ら
一
人
ひ
と
り
が
生
活
の
中
で
、

火
災
を
未
然
に
防
ご
う
と
い
う
防
火
意
識
を
高
め

る
こ
と
が
大
切
で
す
。
消
防
庁
で
は
、
今
年
も
3

月
1
日
（
木
）
か
ら
7
日
（
水
）
ま
で
の
7
日
間
、

「
春
季
全
国
火
災
予
防
運
動
」
を
実
施
し
ま
す
。
あ

わ
せ
て
、「
全
国
山
火
事
予
防
運
動
」
及
び
「
車
両

火
災
予
防
運
動
」
も
実
施
し
ま
す
。

　

ま
た
、
今
回
の
火
災
予
防
運
動
で
は
、
平
成
23

年
6
月
に
住
宅
用
火
災
警
報
器
の
設
置
が
全
国
で

義
務
化
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
未
設
置
世
帯
に
対
す

る
働
き
か
け
及
び
適
切
な
維
持
管
理
に
関
す
る
周

知
事
項
を
は
じ
め
、
住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
の
発

生
防
止
対
策
の
要
点
を
ま
と
め
た
「
住
宅
防
火　

い
の
ち
を
守
る　

7
つ
の
ポ
イ
ン
ト
」
を
活
用

し
、
総
合
的
な
住
宅
防
火
対
策
の
推
進
に
つ
い
て

積
極
的
な
広
報
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
気
象
条
件
等
の
関
係
か
ら
一
部
道
県
に

お
い
て
は
時
期
を
ず
ら
し
て
実
施
し
ま
す
。

・
北
海
道　

4
月
20
日
か
ら
4
月
30
日
ま
で

・
青
森
県　

4
月
9
日
か
ら
4
月
15
日
ま
で

・
秋
田
県　

4
月
1
日
か
ら
4
月
7
日
ま
で

・
山
形
県　

4
月
9
日
か
ら
4
月
22
日
ま
で

・
新
潟
県　

4
月
1
日
か
ら
4
月
7
日
ま
で

・
富
山
県　

3
月
20
日
か
ら
3
月
26
日
ま
で

・
石
川
県　

3
月
20
日
か
ら
3
月
26
日
ま
で

・
福
井
県　

3
月
20
日
か
ら
3
月
26
日
ま
で

・
長
野
県　

4
月
7
日
か
ら
4
月
13
日
ま
で

　
　
　
　
　
　
　
　
（
岳
南
広
域
消
防
本
部
）

　
　
　
　
　

4
月
14
日
か
ら
4
月
20
日
ま
で

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
岳
北
消
防
本
部
）

全国火災予防運動に
おける重点目標

特集

❶ 住宅防火対策の
 　推進

❷ 放火火災・連続放火
　 火災防止対策の推進

❸  特定防火対象物 等
における防火安全
対策の徹底

❹  製品火災の発生
　 防止に向けた取組
　 の推進

❺  林野火災予防対策
の推進

※  特定防火対象物：飲食店、物品販
売店舗、ホテルなどの不特定多数の
人が出入りする防火対象物、または
病院、社会福祉施設、幼稚園など
災害時要援護者が利用する防火対
象物のこと。

平成 23年度　全国統一防火標語

消したはず
決めつけないで
もう一度

※
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ローカルヒーロー「１１９団アンシンダー」による火災予防広報の様子（名張市
消防本部）

住宅火災の
発火源別死者数

伊香保町石段広場における林野火災対応訓練の様子（渋川広域消防本部）

住宅防火
いのちを守る ７つのポイント

ガスこんろなどの
そばを離れるときは、

必ず火を消す。

習慣 3

ストーブは、燃えやすい
ものから離れた

位置で使用する。

習慣 2

寝具、衣類及び
カーテンからの火災を
防ぐために、防炎品を

使用する。

対策 2

火災を小さいうちに
消すために、

住宅用消火器等を
設置する。

対策 3

逃げ遅れを防ぐために、
住宅用火災警報器を

設置する。

対策 1

　

総
出
火
件
数
の
中
で
出
火
原
因
の
ト
ッ
プ
は「
放

火
」
で
す
。「
放
火
の
疑
い
」
も
含
め
る
と
、
出
火

原
因
全
体
の
20
・
5
％
を
占
め
て
い
ま
す
。特
に
東

京
、
大
阪
、
愛
知
な
ど
大
都
市
に
多
く
、
消
防
庁
で

は
、
放
火
火
災
防
止
に
関
す
る
情
報
提
供
を
、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
で
幅
広
く
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
平

成
22
年
中
に
死
者
の
出
た
住
宅
火
災
を
発
火
源
別

に
見
る
と
、「
た
ば
こ
」「
ス
ト
ー
ブ
」「
電
気
器
具
」

が
ワ
ー
ス
ト
3
。
こ
の
3
つ
を
安
全
に
取
り
扱
う
た

め
の
広
報
を
、消
防
庁
で
は
全
国
各
地
で
重
点
的
に

行
っ
て
い
ま
す
。「
放
火
さ
れ
な
い
環
境
づ
く
り
」

「
火
災
を
防
ぐ
知
識
の
習
得
」
に
、
ぜ
ひ
、
お
役
立

て
く
だ
さ
い
。

行
事
や
イ
ベ
ン
ト
に 

参
加
し
て
み
よ
う

　

平
成
22
年
中
の
住
宅
火
災
に
よ
る
死
者
数
の
う

ち
、
65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
62
・
7
％
を
占
め
て

い
ま
す
。
年
を
と
る
と
目
や
耳
が
不
自
由
に
な
り

火
災
に
気
づ
く
の
が
遅
い
、
あ
る
い
は
気
づ
い
て

も
若
い
人
の
よ
う
に
迅
速
に
動
け
ず
逃
げ
遅
れ

る
、
と
い
っ
た
こ
と
が
多
い
の
が
実
情
で
す
。
こ

の
こ
と
か
ら
、
火
災
時
の
要
援
護
者
を
地
域
ぐ
る

み
で
サ
ポ
ー
ト
で
き
る
よ
う
積
極
的
に
働
き
か
け

る
こ
と
が
大
切
で
す
が
、
火
災
予
防
運
動
は
そ
の

絶
好
の
機
会
で
す
。

　

こ
の
運
動
期
間
中
に
は
、
各
地
で
住
宅
防
火
診

断
、
防
火
講
演
会
、
防
災
訓
練
な
ど
様
々
な
行
事

や
イ
ベ
ン
ト
の
開
催
が
予
定
さ
れ
て
お
り
ま
す
の

で
、
防
火
に
対
す
る
正
し
い
知
識
・
技
能
習
得
の

た
め
、
積
極
的
に
参
加
し
て
い
た
だ
く
よ
う
お
願

い
し
ま
す
。

火
災
を
防
ぐ
知
識
を 

身
に
付
け
よ
う

ローソク･
灯明28人こたつ12人

その他57人

（平成22年中、放火自殺者等を除く）

寝たばこは、
絶対やめる。

習慣 1

お年寄りや身体の
不自由な人を守るために、

隣近所の協力体制を
つくる。

対策 4

たばこ
173人

ストーブ
133人

こんろ42人

不明477人
合計

1,022人

電気器具55人

マッチ・ライター45人

※住宅用火災警報器や住宅用消火器の購入にあたっては、悪質業者による訪問販売や詐欺に十分ご注意ください。

※

※
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国民視点の行政を実現する！

行政評価局調査
行
政
評
価
局
調
査
と
は
？

　

行
政
評
価
局
調
査
は
、
行
政
評
価
局

が
政
府
内
に
お
け
る
第
三
者
的
な
評
価

専
門
機
関
と
し
て
、
必
要
性
・
有
効
性
・

効
率
性
等
の
観
点
か
ら
、
管
区
行
政
評

価
局
、
行
政
評
価
事
務
所
を
活
用
し
た

全
国
的
規
模
の
調
査
に
よ
り
、
各
府
省

の
課
題
や
問
題
点
を
実
証
的
に
把
握
・

分
析
し
、
改
善
方
策
を
提
示
す
る
も
の

で
す
。

　

具
体
的
な
調
査
テ
ー
マ
に
つ
い
て

は
、
政
務
三
役
を
中
心
と
し
た
オ
ー
プ

ン
な
議
論
を
経
て
策
定
し
た
「
行
政
評

価
等
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
に
お
い
て
、
震
災

対
応
、
行
政
の
無
駄
・
非
効
率
の
根
絶
、

国
民
の
安
全
・
安
心
の
確
保
と
い
っ
た

観
点
に
基
づ
い
て
選
定
し
て
い
ま
す
。

　

調
査
テ
ー
マ
を
選
定
後
、
調
査
の
実

施
、
改
善
事
項
の
指
摘
（
勧
告
）、
指

摘
後
の
改
善
状
況
の
検
証
を
一
連
の
活

動
と
し
て
行
い
ま
す
。

　

加
え
て
、
各
種
課
題
に
対
す
る
政
府

の
取
組
方
針
や
動
向
に
つ
い
て
、
常
時

監
視
活
動
を
行
っ
て
お
り
、
今
回
は
そ

の
概
要
と
あ
わ
せ
て
、
最
近
実
施
し
た

行
政
評
価
局
調
査
の
う
ち
、
２
つ
の
事

例
を
紹
介
し
ま
す
。

タイムリーな調査機能の発揮
－常時監視活動－

　行政評価局では、「行政評価局調査」機能の多様化の取組の一環として、
各種課題に対する政府の取組方針や動向について、常時監視活動を行い、
必要に応じ、機動的に調査機能を活用した運営改善等に取り組んでいます。
　平成23年度は、東日本大震災対策について実態把握結果を取りまとめ、
関係機関に対して課題への対応を要請しました。

放射性物質等による
内部被ばくの検査に関する
実態把握の結果

事例
2

東日本大震災に伴う国の資格試
験や免許証等の再交付手数料に
係る特例措置の実態把握の結果

事例
1

社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視　―道路橋の保全等を中心として―

契約における実質的な競争性の確保に関する緊急実態調査　―物品調達を中心として―

2回目1回目

H22.6.18 H23.8.31

H22.11.5 H23.12.13

H22.11.12 H24.1.10

H22.12.17 H24.1.25

H23.9.30 ―

H23.9.30 ―

H23.12.20

―

―

―

―

―

―

―

勧告日調査テーマ
フォローアップ（公表日）

製品の安全対策に関する行政評価・監視

薬物の乱用防止対策に関する行政評価・監視　―需要根絶に向けた対策を中心として―

雇用保険二事業に関する行政評価・監視

バイオマスの利活用に関する政策評価

検査検定、資格認定等に係る利用者の負担軽減に関する調査

児童虐待の防止等に関する政策評価

公共職業安定所の職業紹介等に関する行政評価・監視  ― 一般職業紹介業務を中心として―

職員研修施設に関する調査

H21.11.30

H22.2.5

H22.3.26

H22.1.22

H22.12.10

H23.2.1

H23.2.15

H23.10.14

H24.1.20

H24.1.31

― ―社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視 H24.2.3

現在調査中のテーマ

平成23年8月以降に勧告またはフォローアップを行った調査テーマ

自殺予防対策に関する行政評価・監視

法曹人口の拡大及び法曹養成制度の改革に関する政策評価

農地の保全及び有効利用に関する行政評価・監視

国から補助・委託等を受けている公益法人（指定法人等）に関する調査

医薬品等の普及・安全に関する行政評価・監視

ワーク・ライフ・バランスの推進に関する政策評価

高齢者の社会的孤立の防止対策等に関する行政評価・監視

鳥獣被害防止対策に関する行政評価・監視

調査テーマ 調査時期
H23.1～

H23.5～

H23.10～

H23.5～

H23.9～

H23.12～

H23.12～

H24.1～

背景事情
福島県は、県内で警戒区域等及び比較的放射線量が
高い地域にいた住民を対象に、内部被ばく検査をＷ
ＢＣ（ホールボディカウンタ）を用いて実施してい
るが、福島県から県外へ避難した者の検査の実施方
法等は明確になっていないことから当該検査の実施
状況を把握

背景事情
東日本大震災の被災者から、国の資格試験や免許証
等の再交付手数料に係る特例措置について行政相談
が寄せられたことを端緒に、これらの特例措置の実
施状況を把握

実態把握結果
全国には、「二次・三次被ばく医療機関」24機関にＷ
ＢＣが配置済みで、これらを有効活用することによっ
て、福島県内外に在住する福島県民を対象に円滑かつ
効率的に内部被ばく検査を実施することが可能

実態把握結果
❶証明書類の提出期限の延長や試験日の変更等何ら
かの特例措置を実施しているものは、73制度中 47
制度（64.4％）❷免許証等の再交付手数料を免除す
る特例措置を実施しているもの（予定を含む。）は、
59制度中 13制度（22.0％）

内閣府原子力災害対策本部
原子力被災者生活支援チームに対し、

次の課題への対応を要請
関係府省に対し、課題への対応を要請

要請
福島県及び関係省庁と連携を図りながら、次のような措置
を講ずることにより、福島県民に対する円滑かつ効率的な
内部被ばく検査の実施を推進していくことが課題
❶全国の二次・三次被ばく医療機関に対し、既に福島県か
らの依頼を受けて内部被ばく検査を実施している先行事
例を紹介しつつ、福島県内外に在住する福島県民の内部被
ばく検査の実施を要請すること
❷二次・三次被ばく医療機関において福島県民の内部被ば
く検査を実施する場合には、ＷＢＣの調整・校正、検査精
度や線量評価の方法の共通化、ＷＢＣの操作者及び評価者
への研修等の技術的・専門的な支援を行うこと
※上記の措置を講ずるに当たっては、全国の被ばく医療機
関におけるＷＢＣの検査精度等を把握しておく必要があ
る（平成 23年 12月 21日）

要請
今回の実態把握の対象とした 64制度、さらには今回把握
対象としなかった 249制度を所管する各府省において、東
日本大震災の被災者を支援するため、本実態把握の結果を
参考として、必要な特例措置が実施されるよう要請（平成
23年 8月 15日）
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児童虐待の
早期発見に
係る取組

求人・求職者の
ニーズに応じた
効果的かつ的確な
職業紹介業務の推進

・ 調査した 17保育所及び 42小・
中学校の中には、虐待のおそれを
認識しながら、児童相談所等に通
告していない事例（23事例）や、
通告までに 1カ月以上要した事
例（10事例）あり

児童虐待の防止等に関する
政策評価

　児童虐待相談対応件数の増加を背景に、平成12年
に児童虐待防止法が制定、その後改正され、安全確
認のための立入調査の強化等の措置が講じられまし
たが、児童虐待相談対応件数の増加は続き、虐待に
よる死亡事例も依然として後を絶たない状況です。

　そこで、児童虐待の防止等に関する政策が、全体
としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な
観点から評価を実施し、その結果、政策全体として
の効果は不十分となっていたことから、必要な改善
措置について勧告しました。

　雇用失業情勢は、一部に持ち直しの動きがみら
れるものの、依然として厳しい状況で、公共職業
安定所が受理する求職者及び求人の結びつく割合
は、ミスマッチなどで毎年3割程度にとどまって
います。

　そこで公共職業安定所における雇用のミスマッ
チの解消を図り、求人・求職者の結合を促進する
観点から、公共職業安定所における職業紹介業務
の実施状況等の調査を実施し、その結果を受けて
必要な改善措置について勧告しました。

児童虐待の
発生予防に
係る取組

問題点

・ 両事業を実施していない市町村
がみられる原因を分析し、必要な
改善措置を講ずること

勧告事項

・ 生後 4カ月までの乳児のいる全
家庭を訪問する「乳児家庭全戸
訪問事業」と、支援が必要とさ
れた家庭を訪問する「養育支援
訪問事業」は児童虐待の発生予
防に一定の効果がみられるが、
両事業を実施している市町村
は、全国 1,750市町村中 1,001
市町村（57.2％）にとどまって
いる

・ 市町村に対し、保育所における
速やかな通告を徹底するよう要
請すること

・ 速やかな通告を要請する通知を
踏まえた小・中学校における児童
虐待の通告の実施状況を把握
し、その結果、速やかな通告の徹
底が必要な場合は、その徹底方
策を検討すること

勧告事項

・ ミスマッチ解消を図り、ニーズ・
状況に応じた効果的な職業紹介
の実施のための取組（広域職業
紹介、職業訓練との連携、等）を
重点的に推進すること

勧告事項

問題点

関係機関の
連携強化

・ 個別ケース検討会議及び実務者
会議の機能が適切に発揮される
ような運営方策を検討し、市町
村に対し、両会議の活性化を図
るよう要請すること

勧告事項

問題点
・ 児童相談所、市町村、警察、学
校などで構成される「要保護児
童対策地域協議会」は全国の市
町村の 95.6％で設置されている
が、児童虐待が発生しているに
もかかわらず、個別ケース検討
会議や実務者会議が開催されて
いない市町村あり（調査した264
市町村中 88市町村（33.3％））

問題点

地方公共団体等に
おける無料職業紹介
事業に対する支援
及び連携の強化

・ 地方公共団体等が実施する無料
職業紹介事業を効果的なものと
するためには、安定所の有する
労働市場情報のきめ細かな提供
や、求人情報の提供範囲の拡大、
充実が必要との意見・要望あり

・ 無料職業紹介事業を実施する地
方公共団体等に対し、労働市場
の情報を可能な限りきめ細かく
提供し、また、提供する求人情
報の充実・拡大を図ること

勧告事項

問題点

勧告日：平成 24年１月 20日　勧告先：文部科学省、厚生労働省

公共職業安定所の職業紹介等に
関する行政評価・監視

ー 一般職業紹介業務を中心として ー

勧告日：平成 24年 1月 31日　勧告先：厚生労働省

求人・求職の
ための基本業務

の徹底

 ・ チェック機能の強化等の実効的
な措置を実施して、職業紹介に
不可欠な基本業務を徹底するこ
と

勧告事項

問題点
 的確な求職受理、求人内容確認、
相談記録等の基本業務が不徹底
・ 求職者の希望条件が未把握、未
記録（抽出した求職者 930人中
174人）

・ 職業相談等の約 7割で相談内容
の記録が不十分

・ 最低賃金額未満の賃金表示など
求人票の確認・改善が不十分

ニーズや状況に応じた職業紹介業
務が行われていない
・ ニーズに応じた広域職業紹介の
実施が不十分

・ 職業訓練受講後に関係の薄い職
業の求人が紹介され不採用

・ 未充足の求人のフォローアップ
が不十分　など
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外
国
に
い
て
も
日
本
の
国
政
選
挙
に

投
票
が
で
き
ま
す

投
票
の
た
め
に

「
登
録
申
請
」を
し
ま
し
ょ
う

　
「
在
外
選
挙
制
度
」
で
、
外
国

に
い
て
も
衆
議
院
議
員
お
よ
び
参

議
院
議
員
の
比
例
代
表
選
挙
、
選

挙
区
選
挙
に
投
票
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

海
外
で
投
票
す
る
た
め
に
は
、

お
住
ま
い
の
住
所
を
管
轄
す
る
日

本
大
使
館
・
総
領
事
館
（
出
張
駐

在
官
事
務
所
を
含
む
）を
通
じ
て
、

最
終
住
所
地
ま
た
は
本
籍
地
の
市

区
町
村
選
挙
管
理
委
員
会
に
在
外

選
挙
人
名
簿
へ
の
登
録
を
申
請
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

登
録
さ
れ
た
方
に
は
、
投
票
に

必
要
な
「
在
外
選
挙
人
証
」
が
、

申
請
先
の
市
区
町
村
選
挙
管
理
委

員
会
か
ら
日
本
大
使
館
・
総
領
事

館
を
通
じ
て
交
付
さ
れ
ま
す
。

総務省

☝

http://www.soumu.go.jp/senkyo/hoho.html
外務省

☝

http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/senkyo
More
Info

申請時に 3カ月以上住所を有している必要はな
く、在留届の提出と同時に申請することができま
す。この場合、領事官が 3カ月以上住所を有して
いることを確認した後、市区町村選挙管理委員会 
において在外選挙人名簿に登録されます。

在外選挙人名簿の登録資格

年齢が
満20歳
以上の方

日本国籍を
お持ちの方

海外に
3カ月以上
お住まいの方
住所を管轄する日本大使館・
総領事館の管轄区内に引き続き

3カ月以上お住まいの方

在外選挙人名簿への登録申請方法
申請者本人または申請者の同居家族等が 

直接、お住まいの住所を管轄する日本大使館・総領事館の窓口に
申請してください。

●  申請書は日本大使館や総領事館の窓口にあります。 
また総務省のホームページでも入手できます。

［注意事項］
●  海外への転出時には、お住まいの市区町村において転出
届を提出する必要があります。

●  申請書には、日本での最終住所地と本籍地を記入する必
要がありますので、事前にご確認ください。

●  登録申請をした市区町村の選挙管理委員会から、領事官
を経由して在外選挙人証が交付されます。在外選挙人証
は、投票する都度提示していただくものです。大切に保
管してください。

●  一時帰国して転入届を行い、再び海外に転出した場合に
は、転入届をして４カ月を経過した時に在外選挙人名簿
から抹消されるため、あらためて在外選挙人名簿への登
録申請が必要です。

［申請時に必要となるもの］
申請者本人が申請する場合
❶ 旅券（パスポート）

❷  領事官の管轄区域内に住所を定めた年月日から、登録
申請日まで居住していることを証明する書類（住居の賃
貸借契約書、居住証明書、住民登録証、住所が記載さ
れている電気・ガス代の領収書など）

同居家族等を通じて申請する場合
上記❶・❷に加えて次の❸・❹が必要です。

❸ 申請を行う同居家族等の方の旅券（パスポート）

❹   申出書（あらかじめ、申請者本人が、この「申出書」と「在
外選挙人名簿登録申請書」に署名する必要があります。）

直接日本大使館・総領事館（出張駐
在官事務所を含む）に出向いて、在
外選挙人証と旅券等の身分証明書
を提示して投票する方法です。

登録先の選挙管理委員会に対して、
投票用紙等の交付請求を行い、入手
後に投票用紙等に記載の上、再び
登録先の選挙管理委員会へ郵送す
ることにより投票する方法です。

・ 期日前投票
・ 不在者投票
・ 投票所における投票

最寄りの日本大使館・総領事館で在外公館投票
が実施されるか否かについては、直接お問い合わ
せいただくか、外務省のホームページでご確認く
ださい。

海外で投票する場合
旅行等により一時帰国した方や帰国直後で転入
届を提出して 3カ月を経ていない方（選挙人名
簿に登録されていない方）は、在外選挙人証を
提示して、日本国内で投票することができます。

日本国内で投票する場合

「在外公館投票」と「郵便等投票」の
どちらかを選択して投票できます。

在外公館投票が
実施される場合

「郵便等投票」を
行うことができます。

在外公館投票が
実施されない場合

3 つの投票方法により投票できます在外選挙の投票方法

在外公館投票 郵便等投票 日本国内における投票

総務省ニュース
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ご
存
じ
で
す
か
？
　
暮
ら
し
の
デ
ー
タ

暮
ら
し
に
役
立
つ

「
統
計
調
査
」

　

私
た
ち
の
暮
ら
し
を
取
り
巻
く

社
会
経
済
は
、
日
々
変
化
し
続
け

て
い
ま
す
。総
務
省
統
計
局
で
は
、

そ
の
よ
う
な
社
会
経
済
の
実
態
を

正
確
に
把
握
す
る
た
め
、
情
報
基

盤
と
な
る
「
統
計
調
査
」
を
定
期

的
に
実
施
し
て
い
ま
す
。
そ
の
調

査
結
果
は
、
国
の
政
策
運
営
に
反

映
さ
れ
る
ほ
か
、
研
究
機
関
や
民

間
企
業
に
よ
る
分
析
な
ど
に
利
用

さ
れ
、
景
気
判
断
の
基
礎
資
料
と

し
て
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

総
務
省
統
計
局
で
行
っ
て
い

る
統
計
調
査
の
結
果
は
、
報
告

書
等
の
ほ
か
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
上
の
政
府
統
計
の
総
合
窓
口

「
e-

S
t
a
t
」
で
も
提
供
し
て

い
ま
す
。

完全失業率って
何でわかるの？月々の生活費って

どのくらいかかるの？
個人企業の実態が
わかるんだって？

労働力調査
就業や失業の実態を調べ、「完全失業率」など、我が
国の雇用情勢を明らかにする調査です。

小売物価統計調査

商品の小売価格、サービスの料金、家賃な
どを調べ、「消費者物価指数（CPI）」など、
我が国の物価を明らかにする調査です。

個人企業経済調査
個人経営の事業所の「業況」や「売上高」な
どを調べ、経営状況の実態などを明らかにす
る調査です。

家計調査
世帯の家計収支を調べ、「消費支出」など、
国民の暮らしを家計収支の面から明らかにす
る調査です。

詳しくは、総務省統計局のホームページをご覧ください。
http://www.stat.go.jp/

More
Info

注１）季節調整値（平成 23年 12月分結果公表時の値。）
注２） 平成 23年 3～ 8月は、東日本大震災の影響により、調査の実施が一時困難となった 

岩手県、宮城県及び福島県を除く全国。

平成 23年の完全失業率は、22年からやや低下し、4％台で推移した。
 （労働力調査より）

注1） 「その他」は「光熱・水道」、「家具・家事用品」、「被服及び
履物」、「保健医療」、「教育」及び「その他の消費支出」を合
計したもの。

注2） 世帯の人数が6人以上の世帯については、標本数が少ない
ため表示していない。

注3）図中の数値は金額（万円）。
 （家計調査より）

「自動車ガソリン」の価格は、昭和41年の価格調査開始以来、平成20年8月の182
円が現時点（平成24年1月末）までの最高値となっている。その後、平成21年1月
に106円の安値となった後、再び上昇し、東日本大震災直後の平成23年4月に151
円の高値となった。 （小売物価統計調査より）

個人企業経済調査の4つの調査対象産業を見ると、個人経営の
事業所（個人企業）のうち「後継者がいる」と回答した事業所の
割合は全産業とも約2割であった。
 （個人企業経済調査（構造編）より）
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Ministr y of Internal Af fairs 
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岩
手
、
宮
城
、
福
島
の
皆
さ
ん
、

ア
ナ
ロ
グ
放
送
が
3
月
31
日
に
終
了
し
ま
す
！

臨時相談コーナーを設置します

平成 24年
2月13日
～4月27日

設置期間
岩手県、宮城県、福島県の
市町村役場等（50カ所程度を予定）
設置スケジュールの詳細は、デジサポ（総務省テレビ受信者支援セン
ター）のホームページ（http://digisuppo.jp/） にてご案内しております。

設置場所

　総務省では、3月 31日にアナログ
放送が終了する岩手、宮城、福島県
において、地デジに対応できていな
い方の相談にきめ細かく応えるため
「臨時相談コーナー」を設置し、地デ
ジに関する対面相談を受け付けます。
相談コーナーでは、低所得者向け簡
易チューナー無償給付も実施します。

❶簡易なチューナー（1台）を無償給付（配送）。
❷簡易なチューナーの設置方法や操作方法を電話でサポート。
❸お求めに応じてお住まいを訪問し簡易なチューナーを設置、操作方法の説明の実施。
❹必要に応じてアンテナなどの改修、または共同受信施設やケーブルテレビの必要最
低限の改修経費の負担。

（注）市町村民税非課税世帯支援は❶❷のみ

申込書の送付依頼や詳しい支援の内容等については、 
下記のチューナー支援に関するお問い合わせ先にご連絡ください。

●市町村民税非課税世帯支援

           0570-023724
IP電話などナビダイヤルがつながらない方は

TEL：03-4334-2669
FAX：03-5304-2011

チューナー支援に関するお問い合わせ先

（受付時間：平日 9:00～ 21:00、土日祝日 9:00～ 18:00）

●総務省 地デジチューナー支援実施センター
HP：http: / /www.chidejishien.jp
●NHK放送受信料全額免除世帯支援

           0570-033840
IP電話などナビダイヤルがつながらない方は

TEL：03-4334-2668
FAX：03-5304-2011

デジタル放送の受信に関するお問い合わせ先

●デジサポ岩手

019-903-0101
●デジサポ宮城

022-745-1500

●デジサポ福島

024-505-1010
●総務省地デジコールセンター

0570-07-0101
IP電話などナビダイヤルがつながらない方は　03-4334-1111

（受付時間：平日9:00～21:00、土日祝日9:00～18:00　デジサポHP：http://digisuppo.jp/）

チューナー支援とは、NHKの放送受信料が全額免除されている世帯（東日本大震災で被災し
た世帯を含む）や市町村民税非課税世帯に対して、アナログテレビでも地上デジタル放送が
視聴できるよう、地上デジタル放送対応チューナーの無償給付等を行う支援をいいます。

支援の内容は次のとおりです。

チューナー
支援に
ついて

※番号のおかけ間違いにはくれぐれもご注意願います。

※番号のおかけ間違いにはくれぐれもご注意願います。

総務省ニュース

地デジ 対応の を
お早めに！

3月31日24時までにアナログ放送
は終了し、この後は映りません。

アナログ放送画面でアナログ放送終了
日までの残日数が表示されます。

アナログ放送画面で3月31日正午か
らブルーバックのお知らせ画面が表
示されます。

現在 2012年3月12日以降

2012年3月31日 正午

アナロ
グ

お問合せ【総務省地デジチューナー支援実施センター】0570-02-3724

住民税非課税世帯などに地デジチューナーを無償給付 アナログ

現在 2012年3月12日以降

アナログ放送画面でアナログ放送終了日
までの残日数が表示されます

2012年3月31日正午

アナログ放送画面で3月31日正午からブルー
バックのお知らせ画面が表示されます

3月31日24時までにアナログ放送は終了し、この後
は映りません。

2012年3月31日24時までに終了

ご覧のアナログ放送の番組は

本日正午に終了しました。

今後はデジタル放送をお楽しみください。

＜お問い合わせ＞
デジサポ○○○

XXXX-XXX-XXX
○○○テレビ視聴者センター

XXXX-XXX-XXX

ご覧のアナログ放送の番組は
本日正午に終了しました。
今後はデジタル放送をお楽しみ下さい。

【お問い合わせ】

◆デジサポ○○
　×××-×××-××××
◆●●●放送視聴者センター
　△△△-△△△-△△△△

2012年3月31日
24時までに終了
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②二次評価
　毎年度及び中期目標期間終了時に、各府省の独
立行政法人評価委員会は、各法人の業務実績につ
いて評価（一次評価）を行います。政独委は一次
評価について、客観的かつ厳正な実施を確保する
ため、府省横断的な視点から厳格な評価（二次評価）
を行い、各府省評価委員会に意見を通知していま
す。
　今年度は、104法人の平成 22年度の業務実績
評価について、内部統制の充実・強化等を重点事
項として評価を実施するとともに、東日本大震災
の影響を受けた法人の業務について、次年度の評
価において留意すべき点等に言及しました。
　また、各府省評価委員会に対して、評定や評価
の理由・根拠についての説明が不明確等であるた
め、分かりやすい評価を行うべき等、合わせて 53
事項について個別に改善の必要性を指摘しました。

Ministr y of Internal Af fairs 
and Communications

MIC  News

独
立
行
政
法
人
評
価
と
は

　

独
立
行
政
法
人
制
度
は
、
公
共

上
の
見
地
か
ら
確
実
に
実
施
さ
れ

る
こ
と
が
必
要
な
事
務
・
事
業
の

う
ち
、
国
が
直
接
実
施
す
る
必
要

は
な
い
も
の
の
民
間
に
ゆ
だ
ね
る
と

実
施
さ
れ
な
い
お
そ
れ
の
あ
る
も

の
な
ど
を
実
施
さ
せ
る
た
め
の
仕

組
み
で
す
。
平
成
24
年
２
月
現
在
、

全
部
で
1
0
2
法
人
が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
独
立
行
政
法
人
に
つ
い
て

は
、
業
務
の
適
正
な
運
営
や
質
の

高
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
確
保
す
る

た
め
に
、
第
三
者
機
関
で
あ
る
各

府
省
の
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員

会
と
総
務
省
の
政
策
評
価
・
独
立

行
政
法
人
評
価
委
員
会（
以
下「
政

独
委
」
と
い
う
。）
が
主
体
と
な

っ
て
評
価
を
行
っ
て
い
ま
す
。原子力安全基盤機構

（経済産業省所管）

①勧告の方向性

●  検査の独立性と検査員の中立性・公正
性の確保の観点から、検査を原子力事
業者等の出身者に依存することがない
ような体制を構築

●  福島原発事故の教訓を踏まえたオフサ
イトセンターの在り方の検討及び管理
運営方法の見直し

●  50歳以上の技術系職員が 2/3以上を占
めており、中長期的視点から人材の採
用・育成

 国際交流基金（外務省所管）
 定期刊行物「をちこち」の休刊後、平成
22年 8月から「をちこちウェブマガジン」
を公開しているが、年間のアクセス件数に
換算すると約 39,000件であり、休刊した
「をちこち」の年間発行部数（42,000部）
と比べて少なくなっていることから、今後
はアクセス件数の目標値を明らかにさせた
上で評価を行うべき。
　

国立文化財機構（文部科学省所管）
 文化財の展示の充実に係る評価指標の一
つである博物館の入場者数について、入場
者数に係る詳細な分析が明らかとなってお
らず、また、再来館者数に係る目標を掲げ
ながら、評価結果において言及されていな
いことから、今後は入場者数に係る詳細な
分析に基づく評価を行うべき。

見直しの具体例

個別意見の具体例

独立行政法人の業務運営の流れと独立行政法人評価の仕組み

３〜５年の中期目標の設定（主務大臣）

中期目標に基づく中期計画の作成（独立行政法人）

中期計画に基づく年度計画の作成（独立行政法人）

中期計画、年度計画に基づき業務を実施（３〜５年）
毎年度の業務実績の評価、中期目標期間終了時の業務実績評価

中期目標期間終了時の組織・業務全般の見直し（主務大臣）

業
務
運
営
の
流
れ

評
価
の
仕
組
み

【毎年度/中期目標期間終了時】
所管法人の評価

各府省の独立行政法人
評価委員会

独立行政法人

② 【毎年度/中期目標期間終了時】
各府省の委員会の評価結果の 
評価

総務省の政策評価・
独立行政法人評価委員会

 【中期目標期間終了時】 
組織・業務全般の 
見直しについて意見

①  【中期目標期間終了時】 
主要な事務・事業の改廃についての指摘

各府省
主務大臣

【中期目標期間終了時】
組織・業務全般の
見直しを実施

委員による独立行政法人視察

Column

独立行政法人の抜本的な見直し
現在、行政刷新会議等において、独立行政法人制度・
組織の抜本的な見直しが行われています。平成 24年 1

月 20日に「独立行政法人の制度及び組織の見直しの
基本方針」が閣議決定され、26年 4月に新たな法人

制度及び組織への移行を目指すこととされました。政
独委としては、移行までの間、引き続き、適切に独立
行政法人評価活動を行うとともに、新たな公法人の評
価制度の設計及び運用の検討にも寄与していきます。

政独委の行う独立行政法人評価は、
①勧告の方向性、②二次評価の２本の柱で成り立っています。

　各主務大臣は、各独立行政法人の中期目標期間
終了時に、必要性、有効性、効率性、質の向上等
の観点から組織・業務の全般にわたる見直しを行
います。その際、政独委は主要な事務・事業の改
廃に関する指摘を「勧告の方向性」という形で取
りまとめ、各主務大臣に通知しています。
　今年度は、平成 23年度末に中期目標期間が終
了する 9法人を対象に、（1）法人のミッションを
踏まえた事務・事業の見直し、（2）業務実施体制
の見直し、（3）その他の見直し等に関して、合わ
せて 87の指摘を取りまとめ、主務大臣に通知し
ました。

総
務
省
の
政
策
評
価
・
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
に
よ
る

独
立
行
政
法
人
評
価
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東武小泉線

西小泉駅

小泉町駅

東小泉駅

大泉町役場

利根川

国道354号線

県
道
3
8
号
線

多文化共生
コミュニティセンター

こ
と
に
な
っ
た
の
で
す
。
た
だ
、

当
初
「
出
稼
ぎ
」
だ
っ
た
外
国
人

た
ち
の
滞
在
が
長
期
化
し
、
新
た

に
家
族
を
呼
び
寄
せ
る
な
ど
し
て

定
住
す
る
人
が
増
え
て
お
り
、
文

化
・
習
慣
の
違
い
を
越
え
て
、
ど

の
よ
う
に
共
生
し
て
い
く
か
が
今

後
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
多
文
化
が
混
在
し

て
い
る
大
泉
町
に
あ
っ
て
、
行
政

も
住
民
目
線
の
サ
ー
ビ
ス
向
上
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
平
成
19
年

に
は
、
町
役
場
の
窓
口
業
務
が
品

質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
国

際
規
格
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
の
認
証

を
取
得
し
、
町
民
ニ
ー
ズ
に
沿
っ

異
国
情
緒
あ
ふ
れ
る

工
業
都
市

　

群
馬
県
の
南
東
に
位
置
し
、
南

は
利
根
川
を
は
さ
ん
で
埼
玉
県
と

隣
接
し
て
い
る
邑お

う
ら楽

郡
大
泉
町
。

戦
前
か
ら
軍
需
産
業
の
中
心
地
と

し
て
隆
盛
を
極
め
て
い
た
こ
の
地

域
は
、
戦
後
、
積
極
的
に
工
場
誘

致
や
市
街
地
整
備
を
行
っ
た
こ
と

も
あ
り
、
今
で
は
年
間
製
造
品
出

荷
額
が
県
内
市
町
村
で
も
上
位
の
、

北
関
東
有
数
の
工
業
都
市
と
な
っ

た
質
の
高
い
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
し
、
町
民
満
足
度
の
高
い
ま
ち

づ
く
り
に
つ
な
げ
て
い
ま
す
。

　

日
本
人
も
外
国
人
も
と
も
に
住

み
や
す
い
ま
ち
づ
く
り
を
目
指
し
、

大
泉
町
が
行
っ
て
い
る
数
々
の
先

進
的
な
取
組
が
、
注
目
を
集
め
て

い
ま
す
。

て
い
ま
す
。

　

群
馬
県
で
最
も
面
積
が
小
さ

な
ま
ち
で
あ
り
な
が
ら
、
人
口

は
県
内
の
町
村
で
最
も
多
く
、
そ

の
人
口
の
１５ 
．
2
％
に
あ
た
る

6
2
3
7
人
が
、
ブ
ラ
ジ
ル
や
ペ

ル
ー
か
ら
の
労
働
者
を
中
心
と
し

た
外
国
人
登
録
者
で
す
。
外
国
人

集
住
率
は
日
本
一
で
、
町
内
に
は

ポ
ル
ト
ガ
ル
語
の
看
板
を
掲
げ
た

ブ
ラ
ジ
ル
食
品
店
な
ど
が
並
び
、

異
国
情
緒
あ
ふ
れ
た
独
特
の
景
観

を
生
み
だ
し
て
い
ま
す
。

多
様
な
町
民
が

住
み
や
す
い
ま
ち
に

　

外
国
人
居
住
者
が
増
え
た
理
由

は
、
バ
ブ
ル
期
の
慢
性
的
な
労
働

力
不
足
に
あ
り
ま
す
。
平
成
２
年

の
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

（
入
管
法
）
改
正
で
、
日
系
２
世
、

３
世
や
そ
の
家
族
に
就
労
活
動
の

制
限
が
な
く
な
り
、
多
く
の
企
業

が
南
米
か
ら
の
日
系
人
の
「
出
稼

ぎ
」
を
受
け
入
れ
始
め
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
外
国
人
が
急
増
す
る

外
国
人
集
住
率
日
本
一

多
文
化
共
生
の
ま
ち
づ
く
り

緑
豊
か
な
住
環
境
と
調
和
し
た
、
北
関
東
屈
指
の
工
業
都
市
。

そ
こ
で
は
、
多
様
な
言
語
、
文
化
、
生
活
習
慣
を
も
つ
外
国
人
居
住
者
も

住
民
と
し
て
共
生
す
る
取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

大
泉
町

の

群
馬
県

町の中心部を縦断する「いずみ緑道」。昭和初期に敷設されていた利根
川の砂利などの運搬に利用されていた鉄道の跡地を利用して作られた遊
歩道で、日本の道100選にも指定されている。

撮
影
：
宇
賀
神
善
之　

写
真
提
供
：
大
泉
町

◀毎年7月に開催され
ている大泉まつり。山
車の巡回や神輿の渡御
などが行われ、多くの
住民が参加してにぎ
わっている。

◀毎年9月に開催されている大泉カルナバ
ル。迫力ある本場のサンバを堪能できる。

CITY PROFILE

人口：41,099人（平成23年12月31日現在）

面積：17.93km²

HP：http://www.town.oizumi.gunma.jp/

群馬県

大泉町内を一望。関東平野の
北端にあたり、海抜30メート
ルほどの低地が続く。

まちなかには、ポルトガル語の看板を掲げたブラ
ジル系の店も数多い。

町の南には、雄大な利根川が流れており、町民の憩いの場と
なっている。

青果店の店先にも、ポルトガル語が書かれた値札
が並ぶ。

大泉町
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機
会
を
多
数
設
け
て
い
る
の
も
特

徴
で
す
。

　

外
国
籍
の
子
ど
も
の
教
育
支
援

も
充
実
し
て
い
ま
す
。
平
成
２
年

10
月
に
、
全
国
に
先
駆
け
て
公
立

小
学
校
に
「
日
本
語
学
級
」
を
設

置
し
、
日
本
語
に
不
慣
れ
な
子
ど

も
に
は
日
本
語
指
導
助
手
が
サ

ポ
ー
ト
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
外

国
人
学
校
で
の
情
報
発
信
や
日
本

文
化
の
学
習
支
援
も
行
い
、
子
ど

も
の
健
全
育
成
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

多
文
化
共
生
を
取
り
巻
く
状
況

は
日
々
変
化
し
、
ゴ
ー
ル
は
あ
り

ま
せ
ん
。「
正
確
な
情
報
伝
達
」「
暮

ら
し
の
ル
ー
ル
の
順
守
」「
万
が
一

の
と
き
の
連
携
」「
顔
の
見
え
る
関

係
」
の
実
現
を
目
指
し
、
大
泉
町

は
進
化
を
続
け
て
い
ま
す
。

　

外
国
人
と
の
共
生
で
最
初
に
立

ち
は
だ
か
る
壁
は
言
語
で
す
。
そ

こ
で
、
情
報
を
正
し
く
伝
達
す
る

た
め
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
語
に
よ
る
広

報
紙
「
ガ
ラ
ッ
パ
」
を
発
行
。
毎

月
約
３
千
部
を
、
公
共
施
設
、

学
校
、
ブ
ラ
ジ
ル
系
の
商
店
等
で

配
布
し
て
い
ま
す
。
そ
の
他
、
ゴ

ミ
の
出
し
方
な
ど
生
活
に
必
要
な

ル
ー
ル
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
情
報

は
日
本
語
・
ポ
ル
ト
ガ
ル
語
併
記

で
ま
と
め
、
日
本
人
も
外
国
人
も

同
じ
情
報
を
共
有
で
き
る
よ
う
に

し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
行
政
が
外
国
人
店
舗
な

ど
に
出
向
い
て
、
意
見
交
換
や
各

種
制
度
の
説
明
な
ど
を
行
う
「
多

文
化
共
生
懇
談
会
」、
ポ
ル
ト
ガ
ル

語
通
訳
が
常
駐
す
る
多
文
化
共
生

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
で
の
各

種
相
談
な
ど
、
少
し
で
も
多
く
の

人
に
伝
わ
る
よ
う
、
情
報
発
信
の

 「習字と日本のマナーを学ぶ講座」。子どもから高齢者まで、参加者の
年齢層は幅広い。

 「茶道と日本のマナー講座」。ほか
にも面接で役立つ日本語、冠婚葬
祭のマナーなど、生活に密着した
講座を多数開講している。

 「節約日本料理の基礎とゴミ減量
化講座」。楽しい料理教室とセッ
トで、ゴミの分別などのルールや
マナーも学べるようにしている。

▶

パトロール隊と親子
の交流。パトロール隊
は、30の行政区それ
ぞれの地域住民によっ
て組織されている。

▶東日本大震災時に被
災地で炊き出しをする
ブラジル人たち。これ
を機にボランティア組
織を立ち上げ、3月11
日に災害想定訓練を実
施予定。

秩
序
あ
る
共
生
に
向
け
て

その1地方力

その2地方力

その3地方力

正しい情報を正しく伝えるために

多言語によるサポート

地域住民と行政の連携

協働のまちづくり

正しい情報の伝達者を養成

「文化の通訳」登録事業

　

登
下
校
時
の
子
ど
も
た
ち
の
安

全
確
保
の
た
め
、
平
成
16
年
か
ら

地
域
住
民
が
パ
ト
ロ
ー
ル
隊
を
組

織
す
る
な
ど
、
以
前
か
ら
行
政
と

住
民
に
よ
る
協
働
の
下
地
が
あ
っ
た

大
泉
町
。
多
様
化
す
る
公
共
サ
ー

ビ
ス
を
よ
り
良
く
継
続
的
に
提
供

し
て
い
く
た
め
、
平
成
23
年
か
ら

本
格
的
に
「
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
」

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ブ
ラ
ジ
ル
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
組
織

が
計
画
し
て
い
る
災
害
想
定
訓
練

も
そ
の
一つ
で
す
。
災
害
時
に
行
政

と
外
国
人
た
ち
と
の
パ
イ
プ
役
と

な
る
人
材
の
育
成
を
目
指
し
、
防

災
知
識
習
得
に
向
け
た
取
組
を
進

め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
町
内
の
食
品
企
業
か
ら

出
る
廃
油
を
活
用
し
た
キ
ャ
ン
ド
ル

作
り
で
、
エ
コ
を
啓
発
す
る
企
画
も

あ
り
、
企
業
と
の
協
働
と
い
う
面
で

も
第
一
歩
を
踏
み
出
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
、
行
政
と
地
域
住

民
、
市
民
団
体
、
企
業
が
連
携
し

て
、
大
泉
町
な
ら
で
は
の
ま
ち
づ
く

り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
「
多
文
化
共
生
」
と
は
単
な
る

「
交
流
」
で
は
な
く
、
日
本
人
も

外
国
人
も
同
じ
地
域
の
居
住
者
と

し
て
と
も
に
日
常
を
営
む
こ
と
に

あ
り
ま
す
。
そ
の
た
め
、
行
政
も

言
語
面
等
で
支
援
す
る
だ
け
で
な

く
、
外
国
人
に
も
住
民
と
し
て
の

自
覚
を
持
っ
て
も
ら
う
た
め
の
働

き
か
け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
一
つ
が
、
平
成
19
年
か
ら

行
っ
て
い
る
「
文
化
の
通
訳
」
登

録
事
業
で
す
。
こ
れ
は
、
外
国
人

に
日
本
文
化
や
生
活
の
ル
ー
ル
、

マ
ナ
ー
な
ど
を
正
し
く
理
解
し
て

も
ら
い
、
家
族
や
職
場
の
同
僚
な

ど
、
ほ
か
の
外
国
人
た
ち
に
正
し

く
伝
え
て
も
ら
う
こ
と
を
目
的
と

し
た
人
材
育
成
の
取
組
で
す
。
当

初
は
20
名
程
度
だ
っ
た
「
文
化
の

通
訳
」
も
、
講
座
を
開
講
す
る
な

ど
し
て
そ
の
規
模
を
拡
大
し
、
現

在
は
２
０
０
名
を
超
え
る
外
国
人

が
、
行
政
と
外
国
人
居
住
者
た

ち
の
間
の
架
け
橋
と
な
っ
て
い
ま

す
。
災
害
時
の
情
報
伝
達
や
情
報

収
集
で
の
活
躍
も
期
待
さ
れ
、
今

後
、
さ
ら
な
る
拡
大
と
体
制
づ
く

り
を
目
指
し
ま
す
。

▼平成19年に開設された大泉町多文化共生コミュニ
ティセンターで、ポルトガル語通訳に生活相談をする
外国人居住者。

▲大泉町が作成している日本語・ポルト
ガル語併記のパンフレット。

公立小学校の日本語学級で、バイリンガルの日本語指導助手のサポートを受ける児童。

▼ブラジル人学校で行った防災訓
練で、消火器の使い方を熱心に聞
く日系ブラジル人の子どもたち。
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